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研究成果の概要（和文）：この研究は、貿易・直接投資の自由化が貿易・直接投資の拡大･企業の技術水準や生産性の
向上に与える影響、地域貿易協定の締結が域外国のアンチダンピング（AD）政策に与える影響等を理論面から明らかに
している。また日中のミクロデータを用いた実証研究によって、中国市場における制度的変化（WTO加盟に伴う市場開
放、国有企業改革、知的財産権の保護の強化）が中国企業の輸出・研究開発・イノベーション、日本の労働市場や企業
の雇用の変化に与える影響を明らかにしている。さらにTask content（業務）の輸出入の変化によって日本の貿易構造
の変化を明らかにしている。

研究成果の概要（英文）：This research theoretically investigates the effects of the liberalization of 
trade and FDI on the increase of FDI, the improvement of technological level, and the rise of 
productivity, and the deterrent effect of regional trade agreements (RTAs) on the implementation of 
anti-dumping policy in the trade partners outside the RTAs. It, using micro-level data of China and 
Japan, empirically studies the effects of institutional changes in China, including the market 
liberalization accelerated by Chinese accession of WTO, the reformation of state-owned enterprises and 
the stronger protection of intellectual property right, on the internationalization, R&D and innovation 
of Chinese firms as well as the changes in Japanese labor market and employment level of Japanese firms. 
Further, it statistically analyzes the changes in Japanese trade structure by decomposing factor inputs 
to the task content level.

研究分野：国際経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 
近年の国際貿易研究においては、生産性に
おける企業間の異質性を考慮した一般均衡モ
デルを貿易に適用し、企業の異質性と国際化
(輸出･海外投資)に関する理論･実証分析が発
展してきた。また、企業内国際取引と市場で
の国際調達との選択を課題としたアウトソー
シングに関する研究、貿易を通じた task 
content（業務）の輸出入に関する研究に注目
が集まった。その結果、所与の市場条件の下
での企業の異質性と国際化に関する研究に大
きな進展が見られた。 
一方、企業の所有形態、資本・労働市場、
知的財産の保護、貿易規制などの市場制度の
変化が企業の国際化に与える影響に関する研
究が課題となってきた。これらの課題に関し
てアメリカ、ヨーロッパにおける研究が先行
しているが、日本や中国を始めとする東アジ
アにおける市場特性の変化が企業の国際化に
もたらす影響に関する分析は十分ではない。
特に、プレゼンスを拡大している中国市場に
関しては、企業の所有形態、要素市場（労働
市場）に関する情報、技術・知的財産権保護、
契約履行等における不完全性、サービス市場
の規制などにおいて、これまで多くの研究が
なされてきた日米欧と異なるため、研究課題
が数多く残されている。これらの研究を進め
るには、理論研究とともにミクロデータを用
いた実証研究の両面からのアプローチが不可
欠となっていた。 
企業の国際化に関わる研究には企業レベル
のミクロデータと市場特性に関するデータを
統合したパネルデータの構築が必要であるが、
日米欧におけるミクロデータの構築は進んで
いる一方、中国市場に関するデータの構築は
十分ではない。このため中国における市場特
性に関するデータと企業のミクロデータとを
接合したパネルデータを構築することにより、
中国における市場制度の変化が企業の国際化
に与える影響について新しい視点からの研究
を進めることが求められていた。   
さらに、企業の国際化は結果として task 

content (業務)の輸出入を伴うことに注目され
ている。財･サービス生産のインプットとなる
task に関する研究は、米国には進められてい
るが、日本に関してはまだ行われていない。
Taskの輸出入の解明は企業の国際化を明らか
にする上での課題となっているが、そのため
には財生産に投入される task(業務)に関する
統計データの構築と輸出入データとを接合し
たうえで、実証研究を行うことが課題となっ
たいた。 
 
 
２． 研究の目的 

 
この研究は市場制度の変化が企業の国際化
とイノベーションにもたらす影響を理論面・実証
面から分析することを目的としている。具体的に
は、 
(1) 中国企業に関するミクロ統計･家計所得統計
をもとにした中国経済の制度的特徴と動態
的変化の分析、特に、中国のイノベーショ
ン・経済成長が地域間の所得分配に与える
影響 

(2) 中国の市場制度改革（WTO加盟に伴う市場
開放、国有企業改革）が中国企業の生産性
や所有形態における差異を通じて中国企業
の国際化にもたらす影響 

(3) 中国の市場改革が日本企業の雇用に与え
る影響、 

(4) 知的財産権の保護水準が企業の国際展開
に与える影響 

(5) アンチダンピング（AD）措置、並行輸入、サ
ービス貿易の自由化、地域貿易協定の締結
等の貿易政策の変化が輸出企業の生産性、
直接投資、他国の政策にもたらす影響 

(6) 生産投入インプット、特にtask content(業務)
の輸出入が貿易の変化によってもたらされる
影響 
等について、理論･実証の両面にわたり分析する
ことを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 
（１） Melitz モデルを発展させ、市場制度の変化
が企業の国際化に与える影響を分析する理
論的フレームワーク、労働市場の国際化と
貿易・アウトソーシングとの関連性を分析す
る理論的フレームワーク、市場の競争状態と
企業の国際化を分析する理論モデルを構築
した。 
（２） 実証研究の基礎となるミクロデータを以下の
ように収集･整理･構築した。 
① 中国市場で事業を行う日本企業を対象とし
て独自のサーベイ調査（『中国の市場環境と
事業環境に関する調査』）を実施し、中国市
場のメリットとリスク、技術取引上の障害、知
的財産権の保護、他の東アジア市場との比
較、日本の雇用に与える影響などに関するミ
クロ情報を収集･整備 
② 中国研究者の協力を得て、中国工業統計及
び中国企業の海外直接投資実績をもとに中
国企業の生産･輸出等に関する個票データ
を整理し、中国企業の生産性、中国企業の
所有形態の差異、企業の国際化の関係を分
析するためのミクロデータを構築 
③ 中国研究者の協力を得て、中国の家計調査
の個票データを収集・整理 
④ 従業員のスキルとアウトソーシング先企業の
類型別の日本企業の海外アウトソーシング



に関する計量分析、労働市場へのインパクト、
企業間関係などを分析するためのミクロデー
タを構築 
⑤ 日本の産業連関表・貿易データと米国の職
業関連データをリンクさせて、貿易に含まれ
るtask content(業務)の変化を分析するため
のデータを構築 
 
（３） 本研究では、（１）の理論研究とともに（２）の
データを用いた実証研究を進めてきた。研
究の過程では、国際的な研究ネットワークの
下で研究を進めるため、中国対外経済貿易
大学、精華大学、中国国家統計局との研究
連携を行うほか、アメリカ・カーネギーメロン
大学、台湾中央大学等からの研究者を招聘
し、共同研究を行った。また、国際研究集会
を開催し、研究内容を評価してもらうとともに、
研究成果の発信を行った。 
 
４．研究成果 
 
（１） 理論分析から、 
① 貿易・直接投資への障壁の除去が、技術採
用を通じた輸出企業の生産性の向上・現地
への進出方法に与える影響に関して、競争
的状況では、急速な貿易や投資の自由化が
企業の技術向上をかえって阻害する可能性
があり、漸進的自由化に意味があること、 
② 地域貿易協定の締結が域外国へのアンチ
ダンピング措置（AD）に与える影響に関して、
政府が社会厚生を重視する場合にはＡＤ措
置の発動が抑制され、企業利潤を重視する
場合には増加すること、 
③ Melitzモデルを拡張し、企業の生産性に加
えて、企業所有形態の違いが企業の国際化
に影響を与えること 
が明らかになった。 
 
（２） 実証分析から、 
① 国営企業が利潤と売上高（企業規模）の加
重平均を最大化するとの仮定の下で、民間
企業より生産性の低い国営企業が輸出・直
接投資を行うこと 
② 中国の市場制度改革（WTO加盟に伴う市場
開放、国有企業改革）が中国の民営企業の
輸出に対しては正の、国有企業の輸出に対
しては負の影響をもたらしたこと 
③ 中国のWTO加入前後の関税引き下げが中
国で操業する企業の労働需要の弾力性に
影響を与えていること 
④ 中国の省別の賃金所得とイノベーション（革
新的企業の立地）との関係において、イノベ
ーションは、賃金所得の不平等とは正、分極
化とは負の相関があること 
⑤ 中国の産業集積に関して、輸出企業の集積
する地域では新規の輸出参加を促進し、そ

の効果は所有形態・産業により差異があるこ
と 
⑥ 中国企業のイノベーション能力が直接輸出・
間接輸出ともに正の効果を有すること、生産
性は直接輸出には正の効果を有するが、間
接輸出には有意な関係が見られないこと 
⑦ 知的財産権保護の強化が貿易に与える影
響は、産業間や保護水準に応じて異なり、
高付加価値製品では権利保護の水準が類
似するほど２国間での貿易が活発となること 
⑧ 企業の外部R&D資源を活用したR&Dと自社
R&Dが国際化に与える影響に関して、外部
R&D資源を活用した企業は自社R&Dのみの
企業よりも生産性が高く、国際化する傾向が
強いこと 
⑨ 日本の産業連関表・貿易データと米国の職
業関連データをリンクさせて、貿易に含まれ
るtask contentを定量的に計測した結果、日
本における製造に関連するtask(業務）の純
輸出に顕著な減少が見られること 
が明らかとなった。 
 
（３） 理論研究･実証研究の成果の一部は既に国
際学術誌に掲載されており、その中には、国
際学術誌（Japanese Economic Review）の国
際貿易と企業に関する先端的実証研究を収
録した特集号(65(2), 2014)としてまとめて収
録されたものもある。また、多数の学会報告、
図書出版として結実している。 
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